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「介護・福祉職員処遇改善交付金」（１０月実施）
　　を活用して
介護職員の大幅賃上げ実現の運動を！
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～職場・地方での取り組みの手引き～




１、職場での取り組み

（１）経営者に「方針説明」と「申請提出」を申し入　れよう
高齢も障害者介護も、交付金を受けるためには事業者から都道府県へ「交付申請」を行うことが必要です。
８月上旬頃までには、ほとんどの都道府県で「事業者説明会」も開催されているはずです。
分会では８月中に経営に対し、この問題での「方針説明」を申し入れ、合わせて、必ず「申請」するよう要求しましょう。
（２）「処遇改善計画書」の作成は組合と協議するよう要求しよう

　「交付金」の承認申請には、「処遇改善計画」を添付することが必要です。厚労省が示した「処遇改善計画書」（様式有り）の内容に沿って、具体的な改善計画を労働組合と協議して作成するよう申し入れましょう。
「改善計画」の中心は、賃上げです。厚労省の実施要領や申請の様式では、①基本給の引上げ(ベースアップ)、②手当の新設や引上げ、③賞与（一時金）等が示されています。また「Q&A」では定期昇給でも可となっていますが、これまでの私たちの要求や運動の経緯もふまえて、「ベースアップ」を基本において要求しましょう。
ただし、労使関係上で「ベースアップ」での合意が困難な状況があれば、「臨時給与」や「特別手当」、一時金のプラスアルファー等も考慮しましょう。とにかく申請し、交付金を獲得することを重視しましょう。

また、介護職員以外の職種･スタッフとの関係や「３年後」（交付金は１２年３月まで）以降の問題についての対応等については「取り組みのポイントとQ&A」を参照してください。
（３）「交付金」の内容を学習し、要求を具体化しよう
交付予定額の計算方法や賃上げの基準等については、別項に説明してありますので参考にしてください。　「交付金」の交付基準や使い方、「処遇改善計画書」の内容、事務手続きや実施方法、等については、厚労省が「実施要領」を明らかにしています。また、この「手引き」の中で提供している資料等も使って、「交付金」の主旨や使い方についても学習し、要求を具体化しましょう。
２、地本･支部での取り組み

（１）介護・障害関係の分会を集めて取り組みの意志統一を図ろう

地本･支部では、09秋年季を「第二の春闘」として位置付け、「交付金」の対象分会での要求闘争の推進と具体的な改善の実現をめざす運動の学習と意志統一の会議を持ちましょう。

（２）都道府県に対して「交付金」の説明を申し入れよう

６月２６日に日本医労連が行った厚労省交渉では、「交付金の実施内容について、関係する労働組合から要請がある場合は、詳しくレクチャーするよう都道府県に通知すること」という要求に対し、厚労省は「善処する」と回答しています。
また、福祉保育労、自治労連、日本医労連、生協労連、建交労、全労連の共同要求でも、この点を取り上げています。従って、各地本･支部でも、都道府県に対し、内容説明を求めると共に、事業者への申請と賃金改善を指導するよう要求していきましょう。
（３）未組織の介護･障害関係職場に「交付金」問題を知らせよう
未組織職場の労働者に、「賃金改善のための交付金制度」が１０月から実施されること、「交付金を活用して賃上げを」の呼びかけを広げましょう。福祉保育労として、「説明会」を開いて、参加を呼びかけることも検討しましょう。
２、中央本部では、次の取り組みを進めます

　①福祉保育労では、7月13日に高齢種別協議会を中心に「交付金」問題での厚労省交渉を行ないましたが、改めて介護関係の5つの労働組合（福祉保育労･自治労連･医労連・生協労連･建交労）＋全労連で、厚労省交渉との交渉を行ないます。共同要求は別紙資料です。

　②「運動の成果を一人ひとりの賃金改善にー介護職員処遇改善交付金が10月から実施されますー」（仮）という地本･支部･分会で活用できる宣伝物を準備します。組合員や未組織労働者への呼びかけに使ってください。発行は、8月末から９月初め頃の予定です。
　③各地本･分会での取り組み状況や成果についても集約と情報提供も進める予定です。
ポイント１
　「交付金」の見込額を算定し、介護職員一人当たりどの位の金額になるかをつかんでみよう。

今回の交付金（助成金）の総額は、「サービスの種類ごとの常勤換算による介護職員総数×1.5万円×12ヶ月×2.5年」という計算式で算定され、各事業者への交付は「介護報酬総額（利用者負担を含み補足給付を含まない）×サービス毎に定める交付率」という計算式で行われます。
架空のモデルで計算を例示すると次のような計算になります。
　《60人定員の特別養護老人ホームの場合の例》
　介護報酬総額／月①×交付率②
　①15,600,000円×②2.5％＝390,000円　（①＝入所者平均介護報酬月額26万円×60人、②特養の交付率）
· この特養ホームでの交付金収入は、月額で390,000円が見込まれることになる。
· 常勤換算数でこの額を割れば、介護職員一人当たり
· の額が算出できます。職員配置基準は、３対１ですから、基準どおりであれば、この職場の介護職員数は２０人。その場合の一人当たり交付金額は、１９，５００円/月になりますが、ここから概ね13％位の社会保険料事業主負担分2,535円を差し引くと16,965円になります。
· さらに、一時金（仮に年4ヶ月）への反映を含めると、月額の改善は、16,965円×12月÷14＝14,541円ということになります。他の業種においても計算式全くは同じです。
	サービス名
	交付率

	・（介護予防）訪問介護
・夜間対応型訪問介護
	4.0%

	・（介護予防）訪問入浴介護
	1.8%

	・（介護予防）通所介護
	1.9%

	・（介護予防）通所リハビリテーション
	1.7%

	・（介護予防）特定施設入居者生活介護
・地域密着型特定施設入居者生活介護
	3.0%

	・（介護予防）認知症対応型通所介護
	2.9%

	・（介護予防）小規模多機能型居宅介護
	4.2%

	・（介護予防）認知症対応型共同生活介護
	3.9%

	・介護福祉施設サービス
・地域密着型介護老人福祉施設
・（介護予防）短期入所生活介護
	2.5%

	・介護保健施設サービス
・（介護予防）短期入所療養介護（老健）
	1.5%

	・介護療養施設サービス
・（介護予防）短期入所療養介護（病院等）
	1.1%

	【助成対象外】
・（介護予防）訪問看護
・（介護予防）訪問リハビリテーション
・居宅介護支援
・介護予防支援
・（介護予防）福祉用具貸与
・（介護予防）居宅療養管理指導
	0%


· この例の場合には、結果的に改善額は15,000円に届かないわけですが、この点は厚労省のQ&Aでも、「15,000円については、あくまでも交付率を決定するために用いた指標であり、事業の規模や職員体制によっては、全ての事業者に介護職員一人当たり月額15,000円の助成が行われるものではない」としています。従って、この施設の場合は、「月額賃金を14,600円引上げ、一時金を年間で２９,２００円増額する」といった改善計画を立てることで交付金の申請が可能になります。
· すでに特養ホーム等の介護職員の実数は、配置基準を大きく上回っており、常勤換算で2.2対1位の実数配置です。介護職員数が増えれば一人当たりの額は少なくなります。問題は、差別なく平等に引上げ、全体のボトムアップを図るという点での要求を具体化することです。
· なお、厚労省は、Q&Aで、「全職員一律に交付金を分配する必要があるのか。例えば、全常勤職員の賃金改善は同額又は同水準でなければならないのか」という質問を設け、「賃金改善見込額は、処遇改善計画書の作成単位全体の平均で見るので、全職員同額の賃金引上げを行う必要はない」と回答しています。これを楯に、改善に格差や差別を持ち込む動き等が出てくるかもしれません。十分に注意しましょう。
· 障害者関係施設（事業）の交付率については、スペースの関係で掲載しませんが、必要な場合は本部に請求してください。ＦＡＸ等で送ります。
ポイント２
　　この「交付金」は介護職員の賃上げに使うことになっており、他の職種の賃金改善に使用することはできません。他の職種の改善については、本年4月からの介護報酬引上げによる増収等の有効活用で対応するよう要求しましょう。
本部では、厚労省に対し、「介護の仕事はチームワークが重要であり、他の職種の賃金改善等に使うことを認めるべきだ」という要求を行っていますが、現状では、認められていません。経営者の中には、こうした問題と「申請のための実務が煩雑だ。ヒマがない」等を理由に、「申請しない」といっているところもあります。
しかし、せっかくの交付金を無駄にするのは、この間の運動の成果を捨ててしまうに等しい行為です。「交付金」には使途制限がかかっていますが、介護報酬の３％アップや自立支援費の5.1％アップには使途制限はありません。また、各職場の職種別職員数は介護職員がもっとも多いはずですから、全職員に同等の改善を行った場合の必要額が介護報酬等のアップ分で対応できないものなのかなど、十分に協議することが大切です。
この問題は、総合法人で介護保険サービスの事業や障害者自立支援に関る事業に加え、保育所等の児童福祉事業も持ってる法人で、「交付金」対象ではない業種とのバランスをどうとるかということでも同じです。全体の財政状況を明らかにして、経営努力も引き出すことが必要です。

その際、統一給与規定との関係でベースアップが困難な場合には、夜勤手当の引上げや業務手当の加算などの方法も検討してみてください。
ポイント３
　　「３年後には打ち切られるから安易に手を出せない」という意見も聞かれますが、これはあまりにも消極的です。３年後の問題は、それまでの運動によって切り開く立場に立って、現在の困難をまず打開するよう経営者に働きかけましょう。
　「３年後」(２０１２年４月以降)の問題については、たしかに何も具体的にはふれられていません。しかし、この間の厚労省との交渉の中で、「3年後には何もしないということは、まず考えられない」、「介護報酬の引上げも当然検討することになる」、「その際の保険料の引上げの問題等もあり、介護保険制度全体のあり方の検討とあわせて、これから考えていくことになる」等と述べています。
8月31日の総選挙の結果、政権が交代する可能性もあり、仮に民主党が政権をとった場合には、マニフェストで掲げている「4万円の介護労働者の賃上げ」の実現を求めていく運動も重要です。

３年後のことを現時点であれこれと推測して消極的になるのではなく、今回の交付金の有効な活用を足がかりに、３年後の展望を主体的に切り開く運動を強化していくことこそが重要です。
ここから「Q&A」
Ｑ、今回の処遇改善交付金（助成金）の使途について、経営側は時間がないという理由で、説明もなしで一方的に決められそうですが、どうすればいいでしょうか？
Ａ、　今回の交付金（助成金）の申請にあたっては、処遇改善計画書を作成し、それを職員に周知する義務が課せられています。
また、場合によっては給与規程の変更も伴います。「賃金の決定」や労働条件の変更に対して、組合が求めた場合は、当然、団体交渉の応諾義務が生じます。

「自分たち介護職員のための交付金（助成金）の使途を、自分たち抜きできめないで」の姿勢を申し入れ書の提出と同時に主張しましょう。

Ｑ、今回の交付金（助成金）は、調理関係の職員や事務、相談員などは除外されているのですがどうすればいいのでしょうか？
Ａ、ポイント2でもふれたように、今回の交付金（助成金）の対象は、介護職員のみが対象（障害者関係の同じ）であり、事務職員や調理員等の賃金改善の財源には使えません。しかし、例えば今年４月からの介護報酬や自立支援費改定（介護３％、障害5.1％の引き上げ）など、この「交付金（助成金）」以外の財源を使った賃金改善は妨げられていません。
介護職員処遇改善交付金の説明資料（Ｑ＆Ａ）にも、「介護職員以外の処遇改善については、介護報酬改定等を活用し対応されたい」と明記されていますから、「要求書モデル」の３番目の項目もきちんと求めていきましょう。

Ｑ、私の勤める法人は、介護保険施設だけでなく保育所や児童養護施設も持っています。給与制度は全体で一つです。施設長等からは、「交付金は介護保険施設しかないし、その施設の職員だけの賃上げはできない。だから申請しない」といわれています。どう対応すれば良いでしょうか？
Ａ、確かに、今回の処遇改善交付金（助成金）は介護保険関係と障害者福祉の分野に限定されており、保育所や児童養護施設等の措置施設は対象になっていません。

　　しかし、この間、全国的にも、「法人内の介護保険関係施設の経営が厳しい」等の理由で、保育所等の賃金も一緒に引き下げる等の改悪が行われ、その結果、保育所等では、剰余金が増えているという例があります。そういう法人では、今度は、「介護職員と一緒に保育所等の職場の賃上げも実施する」よう要求しましょう。その際、保育所等の賃上げ財源は、当然、法人が負担することになりますから、財務関係の情報公開も改めて要求していきましょう。なお、「全員に８千円程度の賃上げならできるが、１万５千以上の賃上げはできない」といった場合は、使われなかった「交付金」を返納するだけですから、何の問題もありません。そういう形の改善も含めて、少しでも全体の底上げを追求していきましょう。
Ｑ、例えば、今回急だったため、とりあえずは冬一時金（あるいは手当）という形で支払うが、次年度以降は基本給の改善を図る等の改善計画に変更することは可能ですか？

Ａ、可能だとされています。従って、今回十分議論ができないまでも、交付金（助成金）を活用することを確認し、その後時間をかけて「改善計画」を話し合うこともひとつの方法です。
Ｑ、９月１５日の申請締め切り日に間に合わない場合はどうなるのですか。もう申請できず、「交付金」はずっと使えないのでしょうか？

Ａ、今年度については、初回の申請締め切りが９月15日で、それまでに申請し、承認を受けると10月分から2ヶ月後に交付されます。つまり、10月分が12月に支払われます。9月15日に間に合わなかったら10月15日までに申請すれば、11月分からの開始で交付が受けられます。要するに、遡及はされず、申請月の翌月分からの交付ということです。今年度の最終の申請は1月15日が締め切りで、その場合は、今年度は２月と3月の2月分の交付です。

早ければ早いほど交付額が多くなりますが、初めに間に合わなくても申請はできるし、交付もされますので、あきらめずに追求しましょう。


ここから「資料」
《要求書モデル》
　これはあくまで雛形です。前文や交渉申し入れ等は、それぞれでのこれまでの形式で表現してもまったく差し支えありません。要求項目については、法人や職場の状況によって変わりますので十分話し合ってください。特に（賃上げ要求額…ここでは15,000円）は、「とりくみのポイントとＱ&Å 」等を参考に良く話し合って具体化してください。また、要求の４は、措置施設（事業）を持たない法人では、外してください。
○○○○○法人

理事長　△△　△△　殿
介護職員処遇改善交付金（助成金）を活用した賃上げ等についての要求

2009年9月　　日

福祉保育労□□地本○○○○分会

委員長　◇◇◇◇◇◇

（まえがき）
安全、安心の介護の実現に向けた貴法人の日頃のご奮闘に敬意を表します。

　さて、すでに貴殿においてもご検討のことと思いますが、本年10月から実施が予定されている「介護職員処遇改善交付金（助成金）」と本年4月からの介護報酬（自立支援報酬）を活用した賃金の改善に関って、以下の点を要求いたします。
　つきましては、ご検討の上、○月○日までの文書回答をお願い致します。

また、同回答について、○月△日、○時から団体交渉を申し入れますのでよろしくお願いいたします。
記

１、介護職員処遇改善交付金（助成金）等を活用して、職員一人当たり（１５，０００円）以上の賃上げを行ってください。

２、非常勤職員、登録職員（登録ヘルパー）についてもこれと均等な賃上げを行ってください。

３、直接介護職員ではない職種の職員についても、介護報酬や支援費の増収分を活用して、均等な賃上げを行ってください。
４、「交付金」対象ではない保育所の職員についても同等の賃金改善を実施してください。
５、申請に関る「処遇改善計画書」の内容について、当組合との協議を行ってください。　　　　　　　　以上

《厚労省への要求－介護関係５単産共同要求－》
2009年7月　　日

厚生労働大臣　殿

介護職員処遇改善交付金の執行に関する要望

　標記について、以下の通り要望する。
全国労働組合総連合

議長　大黒　作治

　　日本医療労働組合連合会　　

執行委員長　田中千恵子

日本自治体労働組合総連合　

執行委員長　大黒　作治
全日本建設交運一般労働組合

執行委員長　佐　藤　陵 一
全国生協労働組合連合会
執行委員長　桑田　富夫
全国福祉保育労働組合　　　

執行委員長　前田　鉄雄

記

1、 全ての事業者が介護職員処遇改善交付金を申請し、職員の賃金等の具体的な改善が図られるよう都道府県に指示し、徹底を図ること。そのためにも事業者への説明会の実施を義務付けること。また、労働組合や従事者団体からの説明要請についても応えるよう指示すること。

2、 介護職員処遇改善交付金の配分は、当該の介護事業所に働く全ての職員を対象に行うことができるようにすること。

3、 助成対象外とされている事業をなくし、全ての事業所を交付対象とすること。

4、 10年度の交付要件にあげられている「キャリアパス制度の導入」は、削除すること。

5、 3年後においても今回の改善が継続でき、かつ利用者負担に繋がらないような財源措置を行うこと。

以上





































介護保険職場と障害者関係職場の介護職員を対象とした「介護職員処遇改善交付」（障害関係は「助成金」という名称。以下「交付金」と略）10月から実施されます。すでに、７月下旬には実施要領や「Q&A」も出され、都道府県ごとに介護事業者への説明会も開催され、早い地方では８月から申請受付もはじまります。


経営者の中には「使い勝手が悪い」とか「介護職員だけを上げるわけには行かないから、うちは申請しない」等の反応もありますが、私たちの運動で実現したとも言えるこの「賃上げ補助金」は、介護・福祉労働者の賃金底上げにとって絶好のチャンスです。


労働組合としてしっかり要求し、しっかり賃上げに結びつく取り組みを進めましょう。





全国福祉保育労働組合





今回の交付金（助成金）は制度の実現は、私たちをはじめ多くの福祉関係団体が、粘り強く「介護労働者の賃上げを!」と続けてきた運動の成果です。


しかし、各職場での今後の取り組みがないと、「絵に描いた餅」に終わってしまう危険性もあります。せっかく勝ち取ったこの成果を、確実に一人ひとりの具体的な賃上げに結び付けていくためにも、交付金（助成金）の対象となるすべての職場(分会)で、急いで制度の仕組みや要求を話し合い、団体交渉等も申し入れて、改善を求めていきましょう。








とりくみの進め方





取り組みの基本的な日程


８月中に経営と交渉・協議


↓


９月15日までに申請


（9月15日まで申請分は、10月分から開始、申請が1月遅れると開始月も１月遅れる）





☆9月上旬頃には、労使で改善計画の内容を確認する。


☆どうしても間に合わない場合は、10月15日までに申請する方向で協議しましょう。





とりくみのポイントとQ&A


【とりくみをすすめる上でのポイントといくつかのＱ&Ａです。参考にしてください】
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